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　平成29年度税制改正では、中小企業投資
促進税制の上乗せ措置が改組され、中小企業
経営強化税制が創設された。同制度は中小企
業等経営強化法の認定計画に基づく設備投資
であるとしている制度の枠組みを踏襲し、こ
れまでは対象外となっていた器具備品や建物
附属設備を対象に追加。即時償却又は7%税
額控除（資本金3千万以下もしくは個人事業

主は10%）を認めるというものである。
　経営力向上計画に係る認定申請書は3月
15日に一部改正され、新様式による申請の
受付けが開始されている。例えば、中小企業
経営強化税制の「生産性向上設備」（A類型）
の適用を受けるには、メーカー等を通じて工
業会等により取得した対象設備の証明書を添
付した経営力向上計画を主務大臣に申請。計

　平成29年度税制改正で創設された中小企業経営強化税制だが、対象設備の取得が経営力
向上計画の認定前でも例外的に認められることがわかった。同じスキームである固定資産税
の軽減措置の特例に関しては、経営力向上計画の申請前に対象設備を取得等した場合であっ
ても、取得から60日以内に計画の申請が受理されれば特例の適用が認められており、中小企
業庁では中小企業経営強化税制でも同様の取扱いが可能になるよう国税当局と調整していた
（本誌683号24頁参照）。

対象設備の取得から60日以内に計画申請の受理が必要

クレジット会社

【図1】「生産性向上設備」（A類型）の手続きスキーム

【図表1】キャッシュバック方式（イメージ）

【図表1】上場株式を取引所終値の95％相当額で譲渡した請求人に寄附金課税（事案の概要）

裁判所

【表】経営力向上計画の主な内容

1　名称等
2　計画に係る事業の属する事業分野
3　計画の実施時期
▶3年以上5年以内として定めること。

4　現状認識
▶自社の事業概要（自社の事業の内容について、概要を記載すること）
▶自社の商品・サービスが対象とする顧客・市場の動向、競合の動向（自社の商品・サービスについて、
顧客の数やリピート率、主力取引先企業の推移、市場の規模やシェア、競合他社との比較等について分
析し、自社の強み及び弱みを記載すること）

▶自社の経営状況（自社の財務状況について、売上高増加率、営業利益率、労働生産性、EBITDA有利子
負債倍率、営業運転資本回転期間、自己資本比率その他の財務情報の数値を参考に分析し、改善すべき
項目等について記載すること）

5　経営力向上の目標及び経営力向上による経営の向上の程度を示す指標について
▶「指標の種類」の欄には、事業分野別指針で定められた指標がある場合は、当該指標を記載することと
し、定められていない場合は、労働生産性と記載すること。

6　経営力向上の内容
▶「4　現状認識」等に記載した内容を踏まえて具体的に記載すること。

7　経営力向上を実施するために必要な資金の額及びその調達方法
▶経営力向上計画の実施に当たって必要な資金の額及びその使途・用途を記載すること。
▶「資金調達方法」の欄には、自己資金、融資、補助金その他の資金の調達方法を記載のこと。

8　経営力向上設備等の種類
▶経営力向上計画に基づき経営力向上設備等を取得する場合に記載すること。

○　現行制度は、外国子会社の税負担水準が20％
（トリガー税率）以上であれば経済実体を伴わない
所得であっても合算せず、申告も求めない一方、実
体ある事業から得た所得であっても合算してしまう、
という問題あり（右記図参照）。
○　外国子会社配当益金不算入制度（2009年度導入）
と相まって、知財・金融資産等や事業を形式的・表面的に
外国子会社へと移転し、得られた所得を配当として日本
に戻すことで課税を逃れる行為を可能とする側面あり。

国内資産の減少、知の国外流出、サービス収支の減
少、日本企業が晒されるリピュテーション・リスクの
増大、税の空洞化、税制への信頼低下等の可能性

持分なし医療法人
への移行計画の
認定を申請

現行制度のイメージ

（持分あり医療法人）
持分の放棄＋定款変更
（解散時の残余財産の帰
属制限）により移行完了

（持分なし医療法人）

トリガー税率
20％

認定期間は3年延長（平成29年10月～平成32年9月予定）
税制上の特例措置も延長

法人の運営が適正であることを要件として追加し、
移行後6年間、当該要件を維持していることを求める。

今回の改正により、役員数、役員の親族要件、医療計画への記載等の要件を緩和
贈与税の非課税対象が大幅に拡大

認定医療法人については、
移行の際の法人への贈与税を課税しない

能動的所得

大臣認定

受動的所得

赤字：医療法で対応　　青字：税法で対応 （出典：厚生労働省資料）

合算対象所得

実体ある事業から
の所得も一部合算
されてしまう部分
（Over Inclusion）

※1　当該設備の性能把握や同一メーカー内の新旧モデルの判別が必要であるため、設備メーカーによる申請が望ましいが、代理店や子会社等で
正確な申請が可能な場合は、設備メーカーに代わって申請することを可とする。

※2　設備メーカー自身がその工業会の会員であるか非会員であるかによらず、設備毎に証明団体として指定されている工業会等へ申請すること。
（具体的にどの設備についてどの工業会等に申請すべきかは、経済産業省HP参照。）

（出典：中小企業庁）

◆認定要件
・社員総会の議決があること
・移行計画が有効かつ適正であること
・移行計画期間が3年以内であること ・現状、相続税法により相続税等が「不

当に減少」する場合、贈与税が課税さ
れる扱い。
・解釈通知（非課税基準）による税務署
の個別判断

【主な運営の適正性要件】
・法人関係者に利益供与しないこと
・役員報酬について不当に高額にならないよう定
めていること
・社会診療報酬に係る収入が全体の80％以上　等

【非課税基準の主な要件】
・理事6人、監事2人以上
・役員の親族1/3以下
・医療機関名の医療計画への記載
・法人関係者に利益供与しないこと　等

○　「価値創造の場で税を払うべき」というBEPSプ
ロジェクトの原則を踏まえ、外国子会社の所得の種
類等に応じて合算対象を決定するアプローチへと
変更し、上記の問題に対応（その際、過度の事務負
担が生じないよう配慮）。
・子会社が自らの能力と責任を持って取り組む商品の
製造・販売やサービスの提供による対価の獲得等、
経済実体がある事業から得た所得（能動的所得）
⇒合算対象外（子会社所在地国で課税）
・一定の金融所得や実質的活動のない事業から得
られる所得等（＝経済実体がない受動的所得）
⇒親会社の所得に合算（日本で課税）

海外事業に取り組む日本企業のリピュテーション・
リスク低減、日本企業のグローバル・コーポレート・
ガバナンス強化の促進、海外成長市場の果実の日
本経済への取込み促進、税制に対する納税者の信
頼の確保と税の空洞化の可能性への対処
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【図2】「収益力強化設備」（B類型）の手続きスキーム

※1　本スキームを利用する際は、導入者の企業規模によらず、
公認会計士・税理士の確認が必要となる（会計監査人や顧
問税理士等でなくても可）
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B類型の場合は経済産業局への確認書発行申請後の設備取得が条件

画の認定を受けた後に対象設備を取得する
（図1参照）。原則として設備の取得は計画認
定を受けてからというのが通常の流れとなる。
　この点、同じスキームである固定資産税の
軽減措置の特例では、経営力向上計画の申請

前に対象設備を取得した場合であっても、取
得から60日以内に計画の申請が受理されれ
ば特例の適用が認められており、中小企業経
営強化税制についても同様の弾力的な取扱い
が認められることが明らかになっている。

　また、中小企業経営強化税制のもう1つの
「収益力強化設備」（B類型）の適用を受ける
には、公認会計士又は税理士の事前確認を受
けた投資計画案について、所轄の経済産業局
から確認書を取得。確認書とともに経営力向
上計画を主務大臣に申請し、認定を受けた後
に対象設備を取得する（図2参照）。
　設備の取得は、「収益力強化設備」（B類
型）についても原則として計画認定を受けて
からということになるが、「生産性向上設
備」（A類型）と同様、例外的に弾力的な取
扱いが認められる。ただし、「収益力強化設
備」（B類型）の場合は経済産業局への確認
書発行申請後の設備取得に限られるので留意
したい。特に「収益力強化設備」（B類型）
の場合は、経済産業局での確認書の標準処理

期間として1か月、各主務大臣の経営力向上
計画認定の標準処理期間として約1か月かか
るとされており、「生産性向上設備」（A類
型）よりも手続き的に計画認定までに時間が
かかるとされているためだ。
　また、設備の取得から60日以内に計画の
申請が受理される必要がある点は「生産性向
上設備」（A類型）と同じである。
　なお、この場合であっても対象設備は平成
29年4月1日以降に取得したものであり、3
月決算法人の場合には平成30年3月31日ま
でに計画の認定を受ける必要がある。前述し
た「生産性向上設備」（A類型）についても同
様だ。資料の不備等があった場合などでは計
画認定まで1か月以上要することもある。い
ずれにせよ早めの計画申請等が無難であろう。 クレジット会社
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れる扱い。
・解釈通知（非課税基準）による税務署
の個別判断

【主な運営の適正性要件】
・法人関係者に利益供与しないこと
・役員報酬について不当に高額にならないよう定
めていること
・社会診療報酬に係る収入が全体の80％以上　等

【非課税基準の主な要件】
・理事6人、監事2人以上
・役員の親族1/3以下
・医療機関名の医療計画への記載
・法人関係者に利益供与しないこと　等

○　「価値創造の場で税を払うべき」というBEPSプ
ロジェクトの原則を踏まえ、外国子会社の所得の種
類等に応じて合算対象を決定するアプローチへと
変更し、上記の問題に対応（その際、過度の事務負
担が生じないよう配慮）。
・子会社が自らの能力と責任を持って取り組む商品の
製造・販売やサービスの提供による対価の獲得等、
経済実体がある事業から得た所得（能動的所得）
⇒合算対象外（子会社所在地国で課税）
・一定の金融所得や実質的活動のない事業から得
られる所得等（＝経済実体がない受動的所得）
⇒親会社の所得に合算（日本で課税）

海外事業に取り組む日本企業のリピュテーション・
リスク低減、日本企業のグローバル・コーポレート・
ガバナンス強化の促進、海外成長市場の果実の日
本経済への取込み促進、税制に対する納税者の信
頼の確保と税の空洞化の可能性への対処

要件確認

能動的所得 受動的所得実体ある事業
からの所得で
あれば、合算
対象外

税率を代替・
補完する「制
度適用免除
基準」を検
討・設定

経済実体がな
い受動的所得
であれば、合
算対象

問題意識

顧　客 現金化業者
（請求人）

クレジット会社決済代行会社

申込み
キャッシュバック
商品送付

承認求める
販売代金

購入代金

顧客

市町村・
所轄の税務署

証明書発行依頼

キャッシュバック

商品送付

承認求める

販売代金

❶証明書発行申請❷

証明書発行❸ 証明書入手❹

計画申請
定期的に
状況報告

❺ 計画認定❻

税務申告❽

設備取得

❸
❹

❺
❷

❻

中小事業者
等

主務大臣
（担当省庁）

設備メーカー
等※1

工業会等
※2

【図表1】キャッシュバック方式（イメージ）

顧　客 現金化業者
（請求人）

クレジット会社

決済代行会社

申込み
キャッシュバック
商品送付

承認求める

販売代金

購入代金

❶
❸
❹

❺

❷

❻

経済産業省

購
入
代
金

請求人 請求人

❶

税務署
パソコンの差押えは可能だ
が、サーバ上のメールデー
タは差押許可状の対象外

保有する上場株式を譲渡日の取引所終値の
95％相当額で譲渡。

❷
譲渡対価の額を時価（終値）の95％相当額としたことに合理的
な理由は認められないと判断。時価（終値）と譲渡対価（終値の
95％相当額）の差額に寄附金課税。

譲渡先法人
（請求人の関係法人）

【図2】「収益力強化設備」（B類型）の手続きスキーム

※1　本スキームを利用する際は、導入者の企業規模によらず、
公認会計士・税理士の確認が必要となる（会計監査人や顧
問税理士等でなくても可）

B類型の要件確認

市町村・
所轄の税務署

投資計画案の確認依頼

事前確認書発行

❸ 確認書発行

計画申請

協議・
指導等

協議・指導等

計画認定❻
税務申告

設備取得

中小事業者
等

工業会等
※2

主務大臣
（担当省庁）

経済産業省
所轄の
経済産業局

公認会計士
又は税理士※1

所轄の
税務署

確認書発行申請
（①投資計画及び
②事前確認書を添付）

（出典：中小企業庁）

❼

❼

❺

❹

❽

❶

❷

経営力向上計画の認定前でも
例外的に対象設備の取得が可能
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